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「厚木市企業等の立地促進等に関する条例」  

改正の考え方について（案） 

 

１ 改正の趣旨 

厚木市企業等の立地促進等に関する条例は平成 21 年４月 1 日の制定以来、地域

経済の発展やまちづくりの基盤をつくる上で大きな役割を果たしてきました。 

時代に即した支援内容とするためにこれまで３度にわたる改正を行ってまいりま

したが、現行の条例が令和８年３月 31 日に適用期限を迎えます。 

国内企業は現在、エネルギーや資材価格の高騰、度重なる賃上げの要請、慢性的な

人材不足、消費の低迷、新型コロナウイルス禍の影響など、様々な課題を抱えてい

ます。今後、国内の人口減少も加速していく中で、生産性を高めるための取組が不

可欠となってきます。 

そうした中で地域経済を持続的に成長・発展させていくためには、市外からの企

業誘致、市内企業の再投資を継続して支援していく必要があります。また、企業誘

致に係る都市間競争が激しくなる中、競争力のある支援制度を構築していくことも

求められています。 

以上の理由から、条例の適用期間を延長するとともに、企業のニーズを的確に捉

えた地域経済の発展に資する制度に見直すための条例改正を行います。 

 

２ 企業誘致の現状と課題 

(1) 大型物流施設の集積に伴う地価の上昇 

ＥＣ（電子商取引）の隆盛による物流需要が高まる中、巨大商圏である首都圏エ

リアへのアクセスに優れる本市では大型物流施設の集積が進んでいます。資本規

模の大きい物流事業者による立地競争は、産業用地の地価上昇につながっており、

工場や研究所などの立地を促進する上での大きな課題となっています。 

経済への波及効果が大きい産業を市内に誘致するためには、効果的な奨励措置

のメニューや支援額について検討する必要があります。 

 

(2) 市内企業の再投資の促進  

   森の里東と酒井の２地区で半世紀ぶりの産業系土地区画整理事業が行われ、新

たに造成された産業用地への企業集積を進めた一方で、企業を誘致するための受

け皿となる産業用地は不足しています。 

今後も産業の活性化を図るためには、新たな産業用地の創出に向けた取り組み

を進めるとともに、市内企業による現有敷地内を活用した再投資についても的確

に支援していく必要があります。 
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(3) 周辺自治体との競争力の維持 

本市に誘致した企業の多くは、周辺自治体からの移転が多くを占めています。

その要因としては、企業が移転先を探す際の条件として従業員の通勤を重要視し

ていることが挙げられます。 

したがって、今後の新たな企業誘致や既存企業の市外移転防止を進めていく上

では、周辺自治体よりも高いレベルでの支援策を構築していく必要があります。 

 

 (4) 市内雇用の創出 

令和３年の経済センサスによると、市内で働く人の数は 15 万 1,442 人で政令

市を除いた県内では藤沢市に次ぐ水準となっております。一方で、人口減少の時

代を迎える中、工場などでは省力化の流れが加速しています。今後、持続可能な

まちづくりを実現していくためには、人口減少を最小限に防いでいくための施策

は不可欠であり、市内の雇用を増やしていくために様々な視点からの工夫を凝ら

していく必要があります。 

 

３ 改正の方針 

前述の課題を踏まえ、効果的な企業誘致を進めるため、支援内容の見直しを次の

とおり検討します。 

なお、詳細は、今後の市民参加手続の内容などを踏まえて決定していきます。 

 

(1) 条例適用期間の延長 

 本条例による本市の地域経済への影響を踏まえ、条例の適用期間の延長を検討

します。 

現行条例 令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで(５年間) 

 

（2）条例名の改正 

現行の名称である「厚木市企業等の立地促進等に関する条例」には「等」が２箇

所含まれることから、用語の整理が必要であると考えます。そこで条文内で現在

の「企業等」の内容を「企業」と定義することで「厚木市企業立地促進等に関する

条例」と改めることを検討します。 

 

(3) 立地に係る奨励金の上限額引上げ（拡大） 

企業誘致における他自治体との競争力を維持するため、立地に係る奨励金の補

助率及び上限額の引上げを検討します。 
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現行

条例 

戦略産業

奨励金 

        

大企業 ・対象：投下資本額３億円以上 

・奨励金：投下資本額の３％（上限１億円） 

中小企業等 ・対象：投下資本額５千万円以上 

・奨励金：投下資本額の 13％（上限５千万円） 

企業立地

奨励金 

        

大企業  

中小企業等 ・対象：投下資本額５千万円以上 

・奨励金：投下資本額の 10％（上限５千万円） 

 

(4) 本社機能奨励金の見直し（拡大） 

本社機能を有する企業による税収効果などを分析し、企業規模に応じた適用要

件の設定や補助額の引上げを検討します。 

現行条例 大企業 500 万円 

中小企業等 250 万円 

 

(5) 大規模な設備投資への支援の新設（拡大） 

   企業の再投資の促進及び市外流出防止に向け、「家屋の新設・増設を伴わない設

備投資」を支援対象に追加することを検討します。 

現行条例 家屋の新設・増設を伴わない設備投資のみの場合は対象外 

※ 県の企業立地促進施策「セレクト神奈川 NEXT」では、令和６年度から 40 億

円以上の大規模設備投資を対象に追加 

※ 横須賀市は令和６年度から、５年以内の事業計画による 50 億円以上の設備投

資を対象とした奨励措置を追加 

 

(6) 戦略産業の見直し 

地域経済への波及効果が大きい産業として指定している戦略産業について、時

代の要請に即した内容となるよう検討します。 

戦略 
産業 

戦略事業 規則に定める内容 
最終製品 
（参考） 

環境の 
関連産
業 

次 世 代 自 動 車
関連の製造業 

輸送用機械器具製造業又は自然
科学研究所のうち、電気自動車、
燃料電池自動車又は天然ガス自
動車の製造に関連する事業 

電気自動車、燃
料電池自動車、
天然ガス自動車 

次 世 代 電 池 関
連の製造業 

電気機械器具製造業又は自然科
学研究所のうち、リチウムイオン
電池の製造に関連する事業 

リチウムイオン
電池 
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環 境 対 応 新 素
材 関 連 の 製 造
業 

繊維工業又は自然科学研究所の
うち、炭素繊維の製造に関連する
事業 

炭素繊維 

Ｌ Ｅ Ｄ 照 明 関
連の製造業 

電気機械器具製造業又は自然科
学研究所のうち、ＬＥＤ照明の製
造に関連する事業 

ＬＥＤ照明 

有 機 Ｅ Ｌ パ ネ
ル 関 連 の 製 造
業  

電子部品・デバイス・電子回路製
造業又は自然科学研究所のうち、
有機ＥＬパネルの製造に関連す
る事業 

有機ＥＬパネル 

ス マ ー ト メ ー
タ ー 関 連 の 製
造業 

電気機械器具製造業又は自然科
学研究所のうち、通信機能を備え
た電力メーターの製造に関連す
る事業 

通信機能を備え
た電力メーター 

関連事業で市長

が認めるもの 
－ － 

エ ネ ル
ギーの 
関 連 産
業 

再 生 可 能 エ ネ
ル ギ ー 活 用 設
備 関 連 の 製 造
業 

電気機械器具製造業又は自然科
学研究所のうち、太陽光、水力、
風力及びバイオマスの活用設備
の製造に関連する事業 

太 陽 光 活 用 設
備、水力活用設
備、風力活用設
備、バイオマス
活用設備 

関連事業で市長

が認めるもの 
－ － 

医 療 福
祉の 
関 連 産
業 

医 療 機 器 等 関
連の製造業 

ゴム製品製造業、窯業・土石製品
製造業、業務用機械器具製造業、
電気機械器具製造業又は自然科
学研究所のうち、医療機器又は福
祉機器の製造に関連する事業 

医療機器、福祉
機器 

生産用機械器具製造業又は自然
科学研究所のうち、介護用若し
くは医療用のロボット又は高齢
者等への生活支援ロボットの製
造に関連する事業 

介護・医療ロボ
ット、生活支援
ロボット 

医 薬 品 関 連 の
製造業 

医薬品製造業又は自然科学研究
所のうち、医薬品の製造に関連す
る事業 

医薬品 

関連事業で市長

が認めるもの 
－ － 

防災の 
関 連 産
業 

防 災 機 器 関 連
の製造業 

繊維工業、はん用機械器具製造
業、情報通信機械器具製造業、そ
の他の製造業又は自然科学研究
所のうち、防災機器の製造に関連
する事業 

防災機器 
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生産用機械器具製造業又は自然
科学研究所のうち、災害対応ロボ
ットの製造に関連する事業 

災害対応ロボッ
ト 

関連事業で市長

が認めるもの 
－ － 

食品の 
関 連 産
業 

食品・飲料関連
の製造業 

食料品製造業又は飲料・たばこ・
飼料製造業のうち、食料品又は飲
料の製造に関連する事業 

食料品・飲料 

生産用機械器具製造業又は自然
科学研究所のうち、食料品又は飲
料の生産用機械器具の製造に関
連する事業 

食料品・飲料の
生産用機械器具 

関連事業で市長

が認めるもの 
－ － 

流通の 
関 連 産
業 

広 域 的 な 商 圏
を 有 す る 小 売
業 

各種商品小売業、織物・衣服・身
の回り品小売業、飲食料品小売
業、機械器具小売業又はその他の
小売業のうち、大規模小売店舗立
地法（平成10年法律第91号）第２
条第２項に規定する大規模小売
店舗（店舗面積が２万平方メート
ル以上のものに限る。）において
行われる当該小売業 

－ 

関連事業で市長

が認めるもの 
－ － 

情報の 
関 連 産
業 

情 報 機 器 関 連
の製造業 

電子部品・デバイス・電子回路製
造業又は情報通信機械器具製造
業のうち、情報機器の製造に関連

する事業 

半導体メモリー
カード、デジタ
ルカメラ、ＰＣ 

関連事業で市長

が認めるもの 
－ － 

 

(7) 一般誘致地区へ立地する際の適用要件の見直し（要件緩和） 

   限られた産業用地の中で更なる企業の立地促進を図るため、市内での事業実施

期間又は敷地面積という一般誘致地区での適用要件の撤廃を検討します。 

現行条例 市内で３年以上事業実施又は敷地面積が 3,000 ㎡以上 

  

(8) 雇用奨励金の見直し（要件緩和、拡大） 

   雇用奨励金については、立地前後３か月に採用した市民を対象としており、１

年以上を引き続いて雇用してから申請をする必要があります。制度の分かりにく

さなどを理由に適用件数が伸び悩んでいることから、市民の雇用増加につながる
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制度となるよう見直しを検討します。 

併せて、現条例では対象外となっている業種への適用についても検討していき

ます。 

現行条例 立地日の前後３か月以内に市民を新たに雇用し、引き続き１

年以上雇用した場合が対象 

立地日から起算して１年３か月を経過した日以後、２か月以

内の申請が必要 

 

４ 改正に向けたスケジュール 

令和７年３月まで 企業立地経済波及効果調査業務による分析（条例

適用企業へのアンケート調査、ヒアリング、産業

連関表を用いた分析） 

令和７年４月～10 月 市民参加手続（産業振興推進委員会、産業懇談会、

産業意向調査、パブリックコメント） 

令和７年 12 月 条例案を市議会に提案 

令和８年４月 条例施行 

 


